
 

 
 
１ 救助・捜索活動の実動機関 

 警察庁 

  

  

海上保安庁 

  

  

防衛省 

 

 

＜実動機関を補完する機関＞ 

法務省 

 

 

２ 実動機関を支援する機関 

  消防研究センター 

 

 

  内閣府防災ＩＳＵＴ 

 

 

 国土交通省ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ 

 

 

３ 建設企業団体 

全国建設業協会 

 

 

＜参考＞ 

ｃｍａｐ（シーマップ） 

 
 
 

Ｂ 関係機関資料 



警察の災害対応について



１ 警察の組織



警察職員の定員

区分

警 察 庁 都道府県警察

合計

警 察 官 皇宮護衛官 一 般 職 員 計

警 察 官

一 般 職 員 計

地方警務官 地方警察官 小 計

定員（人） 2,291 882 4,853 8,026 631 259,171 259,802 28,474 288,276 296,302

（令和５年度）



国の組織



都道府県の警察組織



都道府県警察には、集団警備力によって有事即応体制を保持する常設部隊として
機動隊が設置されているほか、管区機動隊、第二機動隊等が設置されている。また、
専門的な知見・能力が求められる様々な事案に対応できるよう専門部隊が設置され
ており、その能力を生かし、各種活動に従事している。

機動隊の活動



２ 警察の災害対応について



災害時における警察活動の概要



警察災害派遣隊の概要



広域緊急援助隊の活動



交通規制（緊急交通路の確保等）

交



被災地の警戒、犯罪の予防・取締り



避難所等における相談対応等



警察の情報通信



実戦的な訓練、関係省庁との連携



特別救助班の概要

特別救助班は、極めて高度な救出救助能力を必要
とする災害現場において、より迅速かつ的確に被災
者の救出救助を行うことを主な任務として、平成17
年に12都道府県警察に設置。
さらに、今後発生が予想される首都直下地震、南

海トラフ地震及び日本海側・沖縄県内の大規模災害
への迅速な対応を可能とするため、29年４月、新た
に４府県警察に新設され、現在、16都道府県約240
人体制で運用。



生存者捜索システム 小型ビデオスコープ 伸縮式画像探索機

災害救助活動用バックホウ 油圧カッター・油圧スプレッダー

● 災害救助活動用バックホウは倒木や土砂等の除去、災害活動用コンベアセットは土砂の搬送、油圧カッター・油圧スプレッダ
－は油圧ポンプの力を利用して隙間を拡張したり金属板等を切断するために使用します。

災害活動用コンベアセット

○ 被災者を捜索するための装備資機材

○ 被災者を救出救助するための装備資機材

● 生存者捜索システム、小型ビデオスコープ及び伸縮式画像探索機は、倒壊した建物等の隙間にカメラ部分を差し込むことで
内部を確認することができます。

写真 写真

特別救助班等の装備資機材



１ 組織の概要

各管区海上保安本部担任水域概略図

勢 力

飛行機
ヘリコプター
無操縦者航空機

34機
60機内

訳 3機

○ 航空機・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・97機

○ 船艇・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・475 隻
巡視船艇 385隻
（うち大型巡視船 ）
特殊警備救難艇
測量船
灯台見回り船
実習船

75隻

5隻
3隻

67隻
15隻

内
訳

（令和６年4月1日現在）

定 員

○ 14,788人

石垣海上保安部
PLH35 あさづき

北九州航空基地
MAJ577 わかたか

（令和６年度末現在）

無操縦者航空機管区海上保安本部
管区海上保安(監)部
海上保安航空基地
海上保安署
航空基地

11
71
２
61
12

海上交通センター
特殊救難基地
機動防除基地
水路観測所

7
1
1
1

（令和６年4月1日現在）



２ 救助・救難体制



３ 災害時の役割

令和３年７・８月の前線に伴う大雨等
(令和３年７月・８月静岡県等)

◆対応状況
・行方不明者捜索
・人員搬送（停電復旧）
・支援物資輸送
・被害状況の調査

令和４年台風14号
(令和４年９月香川県等)
◆対応状況
・救急患者搬送
・人員搬送（停電復旧）
・被害状況の調査

令和４年桜島噴火
(令和４年７月鹿児島県)

◆対応状況
・住民避難準備
・被害状況の調査

令和４年３月の福島県沖を震源とする地震
(令和４年３月福島県)

◆対応状況
・巡視船による給水支援
（ドライブスルー方式）
・被害状況の調査

令和５年７月の大雨
(令和５年７月秋田県)
◆対応状況
・巡視船による給水支援
・被害状況の調査

令和６年能登半島地震
(令和６年１月石川県等)
◆対応状況
・救急患者等搬送
・人員搬送（関係機関職員等）
・孤立情報に伴う安全確認
・支援物資輸送
・巡視船艇による給水支援
・測量船等による港内調査
・被害状況の調査

令和４年８月の大雨
(令和４年８月福井県等)

◆対応状況
・孤立情報に伴う安全確認
・孤立者吊上げ救助
・被害状況の調査



自衛隊の災害対応

統合幕僚監部



１ 自衛隊の組織、担任エリア及び態勢



防衛省・自衛隊の組織



各自衛隊の担任エリア



ＦＡＳＴ－Ｆｏｒｃｅ（陸自）

方面総監部
師団等司令部
地上部隊（情報収集、人命救助等）
航空科部隊

【凡例】

【丘珠】
ＵＨ－１

（ヘリ映伝含む）

ＯＨ－１等

【旭川】
ＵＨ－１

【帯広】
ＵＨ－１
ＯＨ－１等

【八戸】
ＵＨ－１
ＯＨ－１等

【神町】
ＵＨ－１

【霞目】
ＵＨ－１

（ヘリ映伝含む）
ＯＨ－１等

【相馬原】
ＣＨ－４７

【北宇都宮】
ＵＨ－６０
ＵＨ－１等

【霞ヶ浦】
ＵＨ－６０
ＣＨ－４７等

【木更津】
ＣＨ－４７
ＵＨ－６０
ＯＨ－１等

【立川】
ＵＨ－１

（ヘリ映伝含む）

ＯＨ－１等
【明野】
ＵＨ－１等

【八尾】
ＵＨ－１

（ヘリ映伝含む）

ＯＨ－１等

【防府】
ＵＨ－１

【目達原】
ＵＨ－１

（ヘリ映伝含む）
ＵＨ－６０
ＯＨ－１等

【高遊原】
ＵＨ－６０
ＣＨ－４７等

【那覇】
ＵＨ－６０
ＣＨ－４７等

【北徳島】
ＵＨ－１

全国の駐屯地に人員：約 ３，９００名、車両：約 １，１００両、
航空機：約４０機を、命令受領後、１時間を基準に出動
できる態勢を維持

丘 珠 旭 川

帯 広

霞 目
八 戸

霞ヶ浦

木更津立 川
明 野

神 町
北宇都宮

相馬原
八 尾防 府

北徳島

目達原

沖 縄

高遊原

UH-１Jとヘリ映伝
美 保
ＣＨ－４７



ＦＡＳＴ－Ｆｏｒｃｅの一例（陸自）

先遣隊

先 遣 隊

先遣隊長

第２班第１班

県庁連絡班

任務：連絡調整
編成：班長以下２名

県庁連絡班

連 絡 班

任務：現場の連絡調整
編成：班長以下３名

連絡班

地上偵察班

任務：災害現場情報及び経路情報の収集
編成：班長以下３～５名

地上偵察班

隊本部
【携行装備品】
○ ＴＡＳＣＯＭ（野外衛星電話）
○ 携帯無線機

【携行装備品】
○ ＴＡＳＣＯＭ（野外衛星電話）
○ 携帯無線機

破壊物構造
探知機

救助作業用
照明具

チェーンソー 救助用油圧
器具

【人命救助システム】【医療のう】

通信班

【携行装備品】
○ ドローン、ウエアラブルカメラ
○ 携帯無線機、官品携帯電話

【携行装備品】
○ ＴＡＳＣＯＭ（野外衛星電話）
○ 携帯無線機
○ 人命救助システム
○ 医療のう



ＦＡＳＴ－Ｆｏｒｃｅ（海自）

【大湊】
艦艇、ＳＨ－６０

【八戸】
Ｐ－３Ｃ

【厚木】
Ｐ－１

【館山】
ＳＨ－６０
ＵＨ－６０

【小松島】
ＳＨ－６０

【舞鶴】
艦艇、ＳＨ－６０【岩国】

ＵＳ－２
ＭＣＨ－１０１

鹿屋
ＵＨ－６０
Ｐ－１

【那覇】
Ｐ－３Ｃ

【硫黄島】
ＵＨ－６０【大村】

ＳＨ－６０
ＵＨ－６０

大 湊

横須賀

佐世保

地方総監部及び艦艇所在地
航空基地

【凡例】

舞 鶴

全国の基地に初動対応艦として艦艇を５隻、哨戒機・救難
機計１５機を待機

八 戸

艦艇

館 山
硫黄島

厚 木小松島
呉
艦艇

岩 国

鹿 屋

艦艇

大 村

那 覇

SH-60 UH-60 P-1



ＦＡＳＴ－Ｆｏｒｃｅ（空自）

【千歳】
U-125A
UH-60J

【秋田】
U-125A
UH-60J

【松島】
U-125A
UH-60J

【新潟】
U-125A
UH-60J

【百里】
U-125A
UH-60J

【入間】
C-1
C-2

【浜松】
U-125A
UH-60J

【小牧】
C-130H

【小松】
U-125A
UH-60J【美保】

C-2
【芦屋】
U-125A
UH-60J

【新田原】
U-125A
UH-60J

【那覇】
U-125A
UH-60J

救難部隊所在基地
輸送機部隊所在基地

【凡例】

※ 必要に応じ、ＦＡＳＴ－Ｆｏｒｃｅ以外に

アラート待機の戦闘機が、任務転用に

より航空偵察を実施

入 間浜 松
小 牧

新田原

芦 屋

那覇

美 保

小 松

新 潟

秋 田

松 島

百 里

全国の基地に救難機を１０～２０機、輸送機３機を待機

C-130H

UH-60J

千 歳

C-2



２ 災害派遣の基本的な仕組み等



Joint Staff Japan 

派遣部隊等：情報収集、捜索救助、応急医療、急患輸送、物資の輸送、給食支援、給水支援、入浴支援などを実施

要請権者：都道府県知事、海上保安庁長官、管区海上保安本部長、空港事務所長

派遣の要請

自主派遣

事態に照らし特に緊急を要し、要請を待ついとまがないと認められる場合

要請に基づく派遣

災害派遣要請の仕組み

災害の発生

（自衛隊法第８３条第１項
及び第２項本文）

（自衛隊法第８３条第２項ただし書）

「災害」とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等の自然災害のみならず、
火災、海難、航空機の墜落、列車事故等の人為的な災害も含み得る。

災害の種類

被要請権者：大臣又は大臣の指定する者（陸上総隊司令官、方面総監、各駐屯地司令、自衛艦隊司令官、航空総隊司令官等）

判断基準 例

１ 関係機関への情報提供のため、情報
収集を行う必要がある。

○ 航空機等による情報収集を行うことを目的として
いる場合

２ 都道府県知事等が要請を行うことが
できないと認められるときで、直ちに
救援の措置をとる必要がある。

○ 通信途絶等により、都道府県知事等と連絡不能で
ある場合

３ 自衛隊の活動が人命救助に関する救援
活動に関するものである。

○ 海難事故の発生等を確認した場合
○ 部隊等が人員に係る災害の発生を目撃し、または
当該災害が近傍で発生しているとの報に接した場合

４ その他災害に際し、上記に準じ、特に
緊急を要し、都道府県知事等からの要
請を待ついとまがないと認められる。

－

【自主派遣の判断基準（防衛省防災業務計画）】

※平成７年阪神淡路大震災を踏まえ、災害対策基本法第６８条の２を追加

※ 平成７年阪神・淡路大震災を踏まえ、判断基準を明記

市区町村長：都道府県知事に要請を要求（できない場合は被要請権者に直接通知）

緊急性、公共性、非代替性を
総合的に勘案して、事態やむ
を得ないと認められる場合に
部隊等を派遣

自衛隊の災害派遣制度について



Joint Staff Japan 

判断基準

公共の秩序を維持するという観点において妥
当性があること

自衛隊の部隊等が派遣される以外に他に適切
な手段がないこと

状況から見て差し迫った必要性があること
自衛隊の災害派遣は、

都道府県知事等の要請に

基づき、自衛隊の部隊等

を救援のため派遣するこ

とについて３つの要件を

総合的に勘案して判断

公 共 性

非代替性

緊 急 性

自衛隊の災害派遣は、災害に際して人命又は財産の保護のため、事態やむを得ないと
認められる場合に行われる緊急的・一時的な支援活動

※ 大規模災害時には、自治体の要望を待つだけではなく、具体的な支援策を自治体に

提案するなど、柔軟に対応することが求められている。
⇒ 三要件を総合的に勘案し判断することが重要

災害派遣実施の考え方



Joint Staff Japan 

応急医療 入浴支援

復旧活動

給食支援

空中消火

特殊災害対応

自衛隊

捜索救助

給水支援物資輸送

情報収集

情報収集(ﾄﾞﾛｰﾝ)

患者空輸

災害派遣活動のイメージ



３ 主な装備品等



UH-60JA CH-47J/JA

陸自 回転翼機

OH-1UH-1J



救難機及び輸送機

U-125A

CH-47J

C-2

C-1

C-130H

UH-60J



輸送艇２型

おおすみ型輸送艦 エアクッション艇

ましゅう型補給艦

艦艇等



施設機材

油圧ショベル（グラップル装着）バケットローダ

ダンプ 資材運搬車



処分艇支援船・輸送艇

小型舟艇

渡河ボート



１ｔ水トレーラー車

水タンク車（陸自）浄水セット

浄水能力：淡水70t/日

海水30t/日

貯水能力：10t(5tタンク×2) 貯水能力：5t/1台

給水車等

水タンク車（空自）



野外炊具１号

給食支援

４５分間で約２００人分
の食事を調理可能

野外炊具２号

４５分間で約５０人分の
食事を調理可能

支援状況



入浴支援

野外入浴セット

入浴可能人員約1200人/日

掃海母艦「うらが」

「くにさき」入浴セット



４ 中央における他省庁との連携



防衛省・自衛隊が他省庁と取り交わしている協定等

○ 防衛省・自衛隊では、消防庁、警察庁、海上保安庁との間において、捜索救難や大規
模災害に際しての相互協力に関する協定等を締結している。

○ 大規模災害の際、救助・捜索活動等を担う消防、警察、海上保安庁、自衛隊が相互に
最大限の協力をすることは、その任務をより効果的に遂行する上で最も重要。

・ 大規模災害に際しての消防及び自衛隊の相互協力に関する協定

・「大規模災害に際しての消防及び自衛隊の相互協力に関する協定」の実施に係る留意事項

消 防 庁

・ 大規模災害に際しての警察及び自衛隊の相互協力に関する協定

・「大規模災害に際しての警察及び自衛隊の相互協力に関する協定」の実施に係る留意事項

警 察 庁

・ 海上における災害派遣に関する協定

・ 海上における捜索救助に関する協定

・ 海上における捜索救助に関する協定実施細目

海 上 保 安 庁





【設置目的及び経緯】

矯正施設（令和６年４月１日現在、全国に刑務所等本所７４施設、支所１００
施設、少年院４３施設、少年鑑別所５２施設が所在）は、非常事態に際して、迅
速かつ的確に対処し、収容の確保を図らなければならない責務があることから、
これまでは、全国約１万７千人の刑務官の中から、約６００名を非常設の部隊で
ある管区機動警備隊員に指定し、年に数回、訓練を実施していたものの、一体的
な運用や装備品の有効活用ができないこともあり、平成３１年４月１日、災害時
の地域支援も含め、それらの非常事態発生時に、機動的に全国展開できる矯正局
長直轄の専門部隊として、特別機動警備隊を設置し、東京拘置所（東京都葛飾
区）に常駐の上、日々、訓練を実施している。

なお、国土強靱化基本計画（令和５年７月２８日閣議決定）においては、矯正
施設が災害時の活動拠点と位置付けられており、現在、地方公共団体等と防災協
定を結ぶ矯正施設が118施設（令和6年12月1日時点）に上り、今後は更に地域の防
災拠点としての機能（地域支援）を果たす予定である。



法務省矯正局指揮命令系統図

局長

成人矯正課長

警備対策室長

・補佐（警備第二係担当）

・警備第二係長

法務省矯正局

東京拘置所 （葛飾区所在地）

特別機動警備隊

指揮命令
復命

併任

矯正管区（地方支分部局）
（全国８箇所）

管区機動警備隊

法務大臣

隊長

副隊長（成人矯正課併任）

刑務所・拘置所（施設等機関）
（本所７４施設、支所１００ ）

指揮命令・復命

指揮命令
復命

刑務官の中から指定

指揮命令・復命

非常設部隊

中隊長等



特別機動警備隊
（SeRT）

管区機動警備隊

施設警備隊

刑務官

矯正における体系的な災害対処能力のイメージ

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・

・・・・

活
動
能
力

訓
練
頻
度
・
時
間
数

・・・・・ 対処能力レベルⅠ

・・・・・ 対処能力レベルⅡ

・・・・・ 対処能力レベルⅢ

・・・・・ 対処能力レベルⅣ

高

少



訓練の概要

１ 訓練想定

刑務所等が大規模災害で被災したことを想定し、その被害回復を図ることを目
的として訓練を実施している。

２ 訓練内容

重機等（バックホウ、ホイルローダ、搬送トラック、人員輸送バス等）使用、ＪＰＴ
ＥＣ、救出搬送、避難所設営・運営（シャワー設備、トイレ、大型浄水器、簡易トイ
レ、炊き出し用大型釜、投光器、レスキューキッチン、発電機等を保有）、ブリー
リング等、重量物排除、チェーンソー、エンジンカッター、ロープレスキュー、コロ
ナ感染症対策（ゾーニングなど）等の訓練を実施している。

３ 今後
 刑務所等は、例えれば、一つの小さな町である

ため、被災した場合に備え、自己完結できるよう
各種訓練を実施しているところ、このようなポテン
シャルを全国各地で発生する大規模災害時に役
立ててもらうことにより、当該被災地の支援のほ
か、部隊力の向上にもつながる。



自己完結するための資機材（指揮本部として運用可）

シャワー設備 大型エアーテント 浄水器

大釜 投光器簡易トイレ大型炊飯器



保有する車両・重機

運搬車 指揮官車

ホイルローダ バックホウ（３トン以上、３トン未満）

４トントラック クレーン付トラック



救助等資機材

このほか、三連梯子等も保有してい
るが、令和３年度から、さいたま市消
防局から指導を受けながら、各種技術
の向上に努めているほか、令和４年度
には、刑務所の跡地を利用して、この
ような資機材を使用したブリーリング
等の訓練を本格的に始動している。



これまでの被災地における支援

立入規制支援
（令和３年伊豆山災害）

災害ゴミ対策支援
（令和元年台風１９号）

入浴支援
（令和４年台風１５号）

行方不明者捜索支援
（令和３年伊豆山災害）

道路の土砂除去支援
（令和４年台風１５号）

安否不明者の捜索支援
（令和６年能登半島地震）

土砂災害現場捜索支援

（令和６年能登半島地震）
入浴支援

（令和６年能登半島地震）



これまでの他機関との合同訓練

旧黒羽刑務所跡地において、他機関との合同訓練を多数実施している。

消防機関との合同訓練 警察機関との合同訓練 旧黒羽刑務所跡地の設備

ＣＳＲ・ブリーチング等訓練ユニット

土砂災害対応訓練用の築山

運動場 体育館



消防庁 消防研究センター 

１ 消防研究センターの体制等 

〇 職員数（令和３年４月１日現在）29名（定員） 

〇 組織図 〇 組織図 

〇 設立の精神 

 消防研究所（消防研究センターの前身）は、自治体消防

を補完するものとして、消防技術の向上、消防機械、資材

の改善、火災予防の科学的研究等を目的に、昭和23年に国

の機関として設置されました 

〇 消防研究センターの任務 

１ 長期的視野に基づく消防防災に関する研究開発の継続
的実施 

２ 火災、危険物流出事故の原因調査の実施と支援 

３ 大規模・特殊災害発生時の専門家集団としての消防活
動支援 

４ 消防の科学技術関係者の連携の構築と維持 



土砂災害対応に係る消防研究センターの技術支援消防研究センター 

技術研究部 地震等災害研究室

１．概要

・消防研究センターでは、土砂災害について、二

次的な崩壊の発生メカニズム、前兆監視のため

の研究開発、地形・地質的特徴の研究及び状況

把握の方法の研究開発を実施

・現場での安全管理に関する技術的助言（消防組

織法第 37 条）が可能

２．内容

・二次的な崩壊危険性の評価

・監視の対象及び方法の提言

・緊急避難路の設定に関する助言

・災害後の降雨に対する活動停止及び降雨後の活

動再開の判断にかかる助言

３．実績

災害 助言の内容

2004 年中越地震 
妙見崩壊地での救助活動における、二次的崩落の危険性（土木研

究所の後を引き継いだもの）

2006 年長野県岡谷市

土石流災害

湊６丁目の土石流災害地での救助活動における、二次災害の発

生危険性、監視場所及び監視対象、緊急待避にかかる猶予時間、

降雨時の活動停止の基準、避難勧告の発出範囲

2008 年岩手宮城内陸

地震熊倉崩壊地

２箇所の崩壊地での救助活動における、二次的崩落の危険性の

評価、地下水の湧出量増に伴う退避の助言、立ち入り危険箇所の

指定、監視場所、監視対象及び退避範囲の指定、

2014 年広島市土石流

災害

「山が動いている」という通報に対するヘリコプターによる確

認、保育園の安全性に関する助言

2016 年熊本地震 
３箇所の崩壊地において、二次的な崩落の危険性の評価、監視場

所及び監視対象の指定、変状の監視、降雨時の活動停止の基準、

降雨後の活動再開の判断

2018 年北海道胆振東

部地震

吉野地区、富里地区、幌内地区での捜索救助活動における、二次

災害の発生危険性の評価、降雨時の活動停止基準、二次的な出水

に対する対応策

2019 年台風 19 号災害

（相模原市）

相模原市牧野緑区（まぎの）地区での捜索救助活動活動における

二次災害の発生危険性の評価、降雨時の活動停止基準

2020 年宮崎県椎葉村

土石流災害

災害状況の把握、ドローンによる捜索に関する助言

2021 年熱海市土石流

災害

二次災害の発生危険性の評価、異常発生時の安全確認、被害状況

図及び土砂の深さの分布図の作成

４．連絡先

・消防研究センター：0422-44-8331 又は消防庁広域応援室
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大規模災害時に対応

国による情報集約支援チーム

～ISUT～について
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ISUTについて

 ISUT（Information Support Team：災害時情報集約支援チーム）は、大規模災害時に被災情報等のあらゆる

災害情報を集約・地図化・提供して、自治体等の災害対応を支援する現地派遣チーム

 平成29年から内閣府において実施された会議・検討会である「国と地方・民間の「災害情報ハブ」推

進チーム」において必要性が議論され、平成30年度から試行的に活動開始(※１)。令和元年度から本格

運用を開始 (※２)

・内閣府防災担当

・国立研究開発法人防災科学技術研究所

・委託する民間企業 ※1チーム５名程度

 大規模災害発生時で、内閣府調査チーム(※)が

派遣された時に派遣となる。

（※）大規模災害発生時に、速やかに被災地に入り、被害情報等を収集、報告する

とともに、非常災害現地対策本部等の設置の準備等を行うチーム

 現地（被災都道府県の災害対策本部等）で、国・自治体・民間の関係機関から、気象や地震等の状況、

インフラ・ライフラインの被災状況、避難所・物資拠点の開設状況等の災害情報を収集。

 災害対応者のニーズに応じて必要な情報を重ね合わせた地図を作成し、Webサイト等で情報を提供。

概要

派遣基準 構成メンバー

活動内容

(※１) 平成30年大阪府北部地震、平成30年7月豪雨、平成30年北海道胆振東部地震などにおいて試験運用が行われた。
(※２)令和元年房総半島台風（千葉県庁）、令和元年東日本台風（長野県庁他全6県）令和２年７月豪雨（熊本県庁・鹿児島県庁）、令和３年福島県沖地震（福島県庁）、令
和３年７月１日からの大雨（静岡県庁、熱海市）、令和３年８月の大雨（佐賀県）などの災害にてそれぞれ現地に派遣された。
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ISUTについて ～具体的な活動内容～

・各機関がそれぞれ保有する情報を収集/集約する

・収集/集約した情報を電子地図化する

・電子地図を専用Webサイト「ISUTサイト」にて共有する

情報の「収集・集約」「地図化」「共有」実行

・災害対応で、散在・錯綜しがちな情報を電子地図に集約

・災害対応に関わる全人員へ、本部と同じ情報を瞬時に共有

・電子地図の形で議論の基盤に用い意思決定を支援

「ISUTサイト」で電子化した地図情報を共有

地図情報は，専用Webサイト「ISUTサイト」やその出力

紙を通じ共有。災害対策本部等で活用できる情報を、災害

対応機関 であれば、誰でもどこでも参照可能。

※指定行政機関・地方公共団体・災対策基本法に基づく指定公共機関

※
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ISUTによる災害情報の集約・共有の仕組み

基盤的防災情報流通ネットワーク

災害発生情報

・震度 / 震源

・推定震度分布図

・土砂災害発生箇所

・浸水発生箇所

対応情報

・開設避難所

・給水拠点

・物資拠点

・災害拠点病院

被災関連情報

・建物被害推計

・道路交通規制

・車両通行実績

・停電

・ガス供給停止

・携帯電話通信障害

・河川施設被害

・下水道被害

・空撮/衛星画像

一般向け 災害対応機関(行政機関、指定公共機関)向け

災害対策本部現地に派遣されたISUTが
情報の集約・地図化・共有を実施

※防災科研 防災クロスビュ―：bosai X view
SIP4Dに集約された情報、ISUT派遣時に集約した情報のうち、 一般公開できる情報を災害別に発信。 https://xview.bosai.go.jp/

府省庁、都道府県、指定公共機関等の災害情報システム間をつなぐ

システム。SIP4Dと接続することで、他機関の災害情報システムと相

互に情報連携が可能。
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令和３年７月１日からの大雨 熱海伊豆山土石流の事例

ISUTが作成した地図の例①：「被害範囲の把握」

ドローンで撮影した空中写真を加工して、地図上に重ね合わせたもの。これにより、初めて正
確な土石流の範囲および被害範囲内にある推計建物数が明らかになった。

データ提供元：国土地理院、静岡県、NTTインフラネット、熱海市
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ISUTが作成した地図の例②：「ドローン映像」

各機関が撮影したドローン映像を集約し、ISUTサイトに掲載することで、他機関が撮影した情報
が容易に確認可能となった。撮影開始地点と映像がサイト上で確認可能。

令和３年７月１日からの大雨 熱海伊豆山土石流の事例

データ提供元：国土地理院、静岡県、国土交通省中部地方整備局
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令和元年東日本台風千曲川破堤地点の事例

ISUTが作成した地図の例③：「空中写真の比較」

災害発生前後の航空写真を１画面で比較することにより、被害状況を明らかにした。中央部
のスライダーを左右に動かすことで、容易に比較可能である。

データ提供元：国土地理院
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ISUTが作成した地図の例④：「分断情報の集約」

千葉県や東京電力等が個別に保有していた、千葉県内における倒木や電柱等の被害地点情報を一
つの地図に集約。これにより、被害状況の全容が初めて明らかになった。

令和元年房総半島台風事例（千葉県/倒木等被害状況地図）

データ提供元：千葉県、東京電力、自衛隊、総務省（携帯電話主要4社）NTT東日本

・・・倒木（未対応）

・・・倒木（対応済）

・・・電柱（未対応）

・・・電柱（対応済）
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ISUTが作成した地図の例⑤：「SNS情報の活用」

一般の方々がSNS（twitter等）で発信した、災害等に関連する情報（文字、写真、動画）をAIが自
動的に抽出し、地図上に表示。報道より詳細な情報等が共有可能。

災害発生時におけるSNS情報閲覧の事例

データ提供元：ESRIジャパン、Spectee
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紙とホワイトボートで情報共有されていたものが電子的に共有可能となった。府省庁連絡会議
や関係機関の活動現場で利用され、現地における組織間での状況認識統一に貢献した。

被災地現地災害対策本部の情報共有形態の変化

府省庁連絡会議や関係機関の活動現場で利用（令和元年房総半島台風）

【平成28年熊本地震】
紙と口頭での情報共有
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ISUTが作成した地図の例⑥：「被災集落の災害リスク」

データ提供元：熊本県、気象庁

球磨村の集落及び道路、電気、通信のインフラの情報とハザード情報（解析雨量・土砂キキクル）
を一つの地図に集約。これにより、被害集落における災害発生の危険性を視覚的に把握可能。

令和2年7月豪雨事例熊本県被災集落の事例

被災管内道路状況

啓開済み(車両通行可)

啓開中(車両通行不可)

未調査(不明)

解析雨量
80 -

50 - 80

30 - 50

20 - 30

10 - 20

5 - 10

1 - 5

0 - 1

（単位：mm/h）

集落別ライフライン復旧状況

グラフタイトル

グラフタイトル

グラフタイトル

道路：アクセス不可、電力：停電中、通信：不通

電力：一部復旧

道路：アクセス可、電力：停電解消、通信：開通

土砂キキクル（危険度分布）



12

熊本県関係省庁連絡会議においてJETTとISUTが連携し、JETTがISUTサイトを活用した気象
解説を実施。

現地関係省庁連絡会議における他機関との連携

気象庁防災対応支援チーム（JETT）が気象解説で活用（令和2年7月豪雨）

ISUTサイト
JETTがISUTサイトを
操作しながら解説を実施
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ISUTポータルサイト

ISUTポータルサイト（情報画面）

ISUTポータルサイト（ログイン画面）

●ISUTポータルサイト

https://isut.sip4d.jp

ログイン情報は各機関担当者に伝達しております。

ご不明点があれば以下までご連絡ください。

内閣府政策統括官（防災担当）付

参事官（防災デジタル・物資支援担当付）付

メール：isut@net.bousai.go.jp

電話：03-3503-2231

●掲載内容

・更新中の災害後ごとのISUTサイト

・更新状況

・ISUT派遣状況 など

https://isut.sip4d.jp/


※TEC-FORCE（Technical Emergency Control FORCE）：緊急災害対策派遣隊

緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の概要

○大規模自然災害への備えとして、迅速に地方公共団体等への支援が行えるよう、平成20年4月にTEC-FORCEを
創設し、本省災害対策本部長等の指揮命令のもと、全国の地方整備局等の職員が活動。

○TEC-FORCEは、大規模な自然災害等に際し、被災自治体が行う被災状況の把握、被害の拡大の防止、被災地の早期
復旧等に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施。

○南海トラフ巨大地震や首都直下地震をはじめ、大規模自然災害の発生が懸念されている中、令和６年４月には隊員数
を約１万７千人に増強（創設当初約2,500人）。ドローン等のICT 技術の活用や、装備品等の増強など、体制・機能を拡
充・強化。

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥとはＴＥＣ－ＦＯＲＣＥとは

活動内容活動内容

【 令和元年東日本台風 】
（長野県長野市上空）

【 令和元年東日本台風 】
（長野県長野市上空）

【 H27.5 口永良部島の火山活動 】
（鹿児島県屋久島町）

【 H27.5 口永良部島の火山活動 】
（鹿児島県屋久島町）

市町村へのリエゾン派遣 被災状況の把握災害対策用ヘリコプターによる被災状況調査

災害対策用ヘリコプター
「ほくりく号」

災害対策用ヘリコプター
「ほくりく号」

「ほくりく号」による千曲川上空の浸水調査「ほくりく号」による千曲川上空の浸水調査

【 令和2年7月豪雨 】
（熊本県五木村）

【 令和2年7月豪雨 】
（熊本県五木村）

自治体への技術的助言 排水ポンプ車による緊急排水

【 令和3年7月1日からの大雨 】
（島根県飯南町）

【 令和3年7月1日からの大雨 】
（島根県飯南町）

捜索活動への技術的助言

【 H28.4 熊本地震 】
（熊本県南阿蘇村）
【 H28.4 熊本地震 】
（熊本県南阿蘇村）

【 令和4年8月の大雨 】
（山形県米沢市）

【 令和4年8月の大雨 】
（山形県米沢市）

被災映像の共有

【 H30.7月豪雨】
（岡山県倉敷市真備町）

【 H30.7月豪雨】
（岡山県倉敷市真備町）

【 R6.1能登半島地震】
（石川県かほく市）

【 R6.1能登半島地震】
（石川県かほく市）

給水機能付き散水車による給水支援



全国建設業協会について

○ 一般社団法人 全国建設業協会【通称:全建 (ぜんけん) 】は、47都道府県に亘って約２万社の
建設企業が地域ごとにそれぞれ建設業団体を組織し、これらの地域建設業団体が全建の会員
を構成している。

○ したがって、各都道府県の建設業協会が集結して構成する全国的組織が全建。

全国建設業協会の会員は､47都道府県建設業協会により構成

全国建設業協会
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設
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設
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島
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設
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設
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47都道府県建設業協会の会員数合計 18,829社（令和3年6月末現在）

出典：一般社団法人全国建設業協会



全国建設業協会について

○ 本会傘下の47都道府県建設業協会の会員企業は、主として土木工事業および建築工事業を営む
建設企業で構成され、施工高･技術力が国際的水準においても高位にある大手企業から中小企業
に亘る建設業界の代表的建設企業を網羅している。

○ 会員企業のほとんどが資本金１億円未満の中小･中堅企業となっている。

建設業界を代表する大手から中堅･中小までの建設企業で構成

2.1 

7.8 

76.1 

11.0 

2.5 
0.3 0.2 資本金階層別 会員企業数の構成比

個人

1000万円未満

1000万円～5000万円未満

5000万円～1億円未満

1億円～10億円未満

10億円～50億円未満

50億円以上
全国建設業協会調べ（令和3年6月末）

資本金1億円以上の階層は約3％
の構成割合

資本金1000万円～5000万円
の階層が全体企業数の
4分の3を占める

出典：一般社団法人全国建設業協会



静岡県熱海市伊豆山で発生した土石流災害（令和3年7月）

○梅雨前線による大雨に伴い、令和３年７月３日静岡県熱海市伊豆山の逢初川で土石流が発生。
延長１㌔、最大幅約１２０㍍にわたって被害をもたらした。

○静岡県建設業協会の三島建設業協会は、防災協定を締結している静岡県からの要請に対し、
国道１３５号線のがれき撤去作業を２４時間体制で進めたほか、国土交通省沼津河川国道
事務所の要請により照明車の現場搬送等の支援活動を行った。

○また、静岡県建設業協会の沼津建設業協会も国土交通省沼津河川国道事務所の要請で現
地への排水ポンプ車の搬送等の支援活動を行った。

道路啓開作業（益城町） 熊本県建設業協会倒木撤去作業（県道45号） 熊本県建設業協会

＜資料提供：一般社団法人静岡県建設業協会（三島建設業協会）＞

がれき撤去による復旧活動
＜資料提供：一般社団法人静岡県建設業協会（三島建設業協会）＞

24時間体制で行われた復旧活動
＜資料提供：一般社団法人静岡県建設業協会（三島建設業協会）＞

地域防災を担う建設業の活動

出典：一般社団法人全国建設業協会



令和２年７月豪雨（令和２年７月）

○7月3日から31日にかけて、全国の広い範囲で大雨となり、特に、九州地方や岐阜県周辺では、
多くの地点で記録的な大雨となった。この大雨により、球磨川や筑後川、飛騨川、 江の川、最
上川等の全国各地の大河川で氾濫が相次いだほか、土砂災害や低地の浸水等により、 多くの
人的、物的被害が発生した。

○被災地の各建設業協会と会員企業は、災害への迅速かつ的確な対応を目的に国や都道府県
等と締結している災害協定に基づき、河川決壊箇所の復旧や道路啓開、資機材の支援などを
実施した。

道路啓開作業（益城町） 熊本県建設業協会 倒木撤去作業（県道45号） 熊本県建設業協会夜間も行われた道路の復旧（岐阜県建設業協会）道路の応急復旧（岐阜県建設業協会） 球磨川堤防の復旧（熊本県建設業協会）

（資料提供：一般社団法人岐阜県建設業協会、一般社団法人熊本県建設業協会）

地域防災を担う建設業の活動

出典：一般社団法人全国建設業協会



提供：国土交通省関東地方整備局

令和元年台風19号（東日本台風）（令和元年10月）

○令和元年10月に大型台風19号等の豪雨により、関東・東北地方を中心に、各地で土砂災害、
河川の氾濫による浸水被害が広い範囲で多数発生。
○各都道府県建設業協会の会員企業（地元建設企業）は、公共機関との災害協定に基づき、土
砂崩・堤防の越水・決壊により道路や家屋内に流出した土砂・流木・がれきの撤去および運搬、災
害地域への進入路整備、土留め応急対応、ポンプ車・散水車の出動等の災害復旧支援活動を
実施した。

各地方整備局等からの要請による災害対応状況
（令和元年12月31日現在 全国建設業協会調べ）

支援実施都道府県協会 １８協会

出動会員数 ２，７１０社

出同作業員数（延べ） ５７，２６８人日

建設機械等（延べ） ２７，２５６台

ブルーシート ４３０枚

ロープ ２５０ｍ

土のう袋 ４８，３６６袋

（資料提供：一般社団法人千葉県建設業協会、一般社団法人栃木県建設工業協会、一般社団法人宮城県建設業協会、一般社団法人静岡県建設業協会）

地域防災を担う建設業の活動

出典：一般社団法人全国建設業協会



提供：国土交通省関東地方整備局

令和元年台風15号（房総半島台風）（令和元年9月）

○令和元年9月に大型台風15号により千葉県を中心に、関東地域の各地で暴風による建物の倒
壊や一部損壊、電柱の倒壊などの被害が多数発生。
○千葉県建設業協会はもとより、各都道府県建設業協会の会員企業は、公共機関との災害協定に
基づき、建物の浸水防止(ブルーシート張り)等の災害復旧支援活動を実施した。
○また、各地方整備局等からの要請を受け、被災地以外の都道府県建設業協会から、作業員や資
機材(ブルーシート、ロープ、土のう袋等)の災害支援物資について広域支援を実施した。

（資料提供：一般社団法人千葉県建設業協会、一般社団法人長野県建設工業協会、一般社団法人茨城県建設業協会）

各地方整備局等からの要請による災害対応状況
（令和元年12月31日現在 全国建設業協会調べ）

支援実施都道府県協会 １８協会

出動会員数 ３０３社

出同作業員数（延べ） ５，２６０人日

建設機械等（延べ） １，６０５台

ブルーシート １３，９４１枚

ロープ ７６，３１０ｍ

土のう袋 ８０，８２０袋

地域防災を担う建設業の活動

出典：一般社団法人全国建設業協会



提供：国土交通省関東地方整備局

福島県沖地震（令和3年2月）

○令和3年2月に福島県沖を震源とする最大震度6強の地震災害が発生。
○福島県建設業協会の会員企業（地元建設企業）は、公共機関との災害協定に基づき、県内
被災地への災害物資（ﾌﾞﾙｰｼｰﾄ･土のう袋等）の支援、道路の応急復旧､河川の巡視､建物の
点検･修繕等の災害応急復旧･支援活動を実施した。

東北地方整備局･福島県からの要請による
福島県建設業協会の災害対応状況（2月13日～2月19日）

出動会員
企業数

対応箇所数
出動作業人員数

（延べ数）
出動機械台数
（延べ数）

９７社
（会員企業数

239社）
３９９箇所 ８８２人

１６５台
（建設機械､バックホ

ウ､ダンプ等）

（資料提供：一般社団法人 福島県建設業協会）

東北地方整備局からの要請による相馬市･南相馬市に対する
福島県建設業協会の支援物資の対応状況（2月13日～2月19日）

バリケード
１００個

カラーコーン
１００個

ブルーシート
２，５３９枚

土のう袋
９００袋

トラロープ
３，５００ｍ

軍手
７２０組

地域防災を担う建設業の活動

出典：一般社団法人全国建設業協会



提供：国土交通省関東地方整備局

大雪への対応（令和２年12月～令和3年2月）

○強い冬型の気圧配置が続いた令和2年12月から令和3年2月にかけて、日本海側の地域を
中心に記録的な大雪となった。

○関越自動車道の車両立ち往生に際しては、北陸地方整備局及び、新潟県からの支援要請に
対し、新潟県建設業協会及び会員企業が、立ち往生解消支援のための除雪作業などを実施。

○また、その他各地にもたらされた大雪に対しても、各建設業協会と会員企業が昼夜を問わず除
雪対応にあたった。

関越自動車道の除雪作業（新潟県建設業協会） 上越市内の除雪作業（新潟県建設業協会）

地域防災を担う建設業の活動

出典：一般社団法人全国建設業協会



リアルタイム被害予測ウェブサイト・アプリ「cmap(シーマップ)」の概要
【課題】

▲ 台風・豪雨・地震などの広域災害では、被害の拡大防止のため、被災状況の早期把握が重要

▲ さらに、被害を未然防止するには、被災前の被害予測とそれに基づく避難行動の前倒しが重要

▲ 被災前も被災後も、予測・把握すべき対象は陸上の人的・物的被害

【解決策】 cmapの概要 （サイトURL：https://cmap.dev/）

▶国内5千万棟の建物を用いて、台風・豪雨・地震による陸上の被災状況（被災建物数、被災件数率）をリアルタイムで予測

▶予測も観測も難しい浸水被害につき、Today‘s Earth - Japan のリアルタイム浸水危険度想定（現在の想定）を参考表示

▶ リスクを速やかに共有するため、事象別・地域別に分類したSNSの動画・画像・テキストを被災前から被災後まで順次表示
…JX通信社「FASTALERT（ファストアラート）」より提供。浸水リスクなら｢大雨｣｢河川増水｣｢氾濫｣｢冠水・浸水｣｢土砂災害｣等

建物被害予測 Today’s Earth - Japan SNS解析結果

【取組み方針】

▶ ユーザーの声も踏まえて、被災前から役立つ情報を順次拡充中
・避難先情報（避難所・避難場所、一部避難所は混雑情報も表示）
・台風（風災）につき、上陸前（最大7日前）から建物被害を事前に予測
・気象庁が発表する警戒レベル3～5相当地域を地図上で警告表示

▶ 「CSV✕DX(シーエスブイ・バイ・ディーエックス)」という新コンセプトのもと、
事故・災害時の補償に加え、問題となる事象の発生自体を
未然に防ぐ機能や回復を支援する機能の提供を目指す
CSV：Creating Shared Value（社会との共通価値の創造）、DX：デジタルトランスフォーメーション

cmapの
各種機能
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